
■重点的に取り組む６つのターゲットでイノベーションを創出

【主要最重点要望】１．大都市圏の成長を通じた日本の再生 （１）大阪都市圏の競争環境の整備

【参考資料①】

大 阪 駅 前 の 大 規 模 再 整 備 （ う め き た 地 区 ）

「みどり」と
一体となった
開発

うめきた先
行開発区域

JR東海道
線支線
(現在)

■関西からの医薬品・医療機器の輸出を増加させ、
世界市場でのシェアを倍増

■関西の電池生産額を大幅増

新駅設置

JR東海道線支線
（地下化）

【シンガポールのＩＲ（２施設）による経済波及効果等】 ※2010年オープン

◆観光客数：前年比約２０％増 ◆観光収入：前年比約４８％増 ◆雇用創出：約６万人

■イノベーションを下⽀えする基盤
（物流インフラ）の強化
◆阪神港・関⻄国際空港の機能強化

■医療分野の国際競争⼒の強化
◆PMDA-WEST機能の整備
◆BNCT医療研究拠点の形成

特定都市再生緊急整備地域
（大阪駅周辺地域）

■⺠間の⼒を結集し、傑出した都市空間を創出

◆⺠間開発に着⼿するまで２期⽤地を⼀時的に保有しておくスキームの構築
◆⺠間組織の創意⼯夫による地域経営のための環境の整備

エリアマネジメント組織によるまちの管理運営

先⾏開発区域
＜H25.4 まちびらき＞

・関⻄イノベーション国際戦略総合
特区の中核拠点
・国際⽔準の業務・商業・宿泊機能

２期区域
＜梅⽥貨物駅跡地＞

・⼤規模な「みどり」の空間確保
・関空アクセス等の広域鉄道ネット
ワーク機能向上（新駅設置等）

関 西 国 際 戦 略 総 合 特 区

統合型リゾート（ＩＲ）の法制化

特定都市再⽣緊急整備地域 ８２ha
うち うめきた先⾏開発区域 ７ha

うめきた２期開発区域 １７ha

＜参考＞
⼤⼿町・丸の内・有楽町エリア １２０ha
汐留再開発エリア ３１ha

「国家戦略特区」創設
◆これまでにない規制緩和
◆徹底した⺠間開放
◆世界と競争できる税環境
の整備

西日本の中央駅である大阪駅に直結する
世界にアピールできるビジネス・交流拠点
西日本の中央駅である大阪駅に直結する
世界にアピールできるビジネス・交流拠点



【主要最重点要望】１．大都市圏の成長を通じた日本の再生 （２）都市基盤整備等の強化
２．成長と安全・安心を支える国の形づくり

双眼型国土構造への転換を ～首都機能バックアップは喫緊の課題～

【参考資料②】

東⽇本⼤震災の教訓を踏まえ、国家の危機管理の観点から、⾸都機能の代替を担う
バックアップエリアとして、⼤阪・関⻄を位置付けるべき！

⼤阪・関⻄は、 ○ ⾸都圏と同時被災しない程度に地理的に離れ、
○ ⾸都圏に次ぐ経済機能を持ち、
○ 官公庁や関⻄国際空港、企業本社など優れた都市機能が集積
⇒ 既存ストックを最⼤限活⽤した「⾸都機能バックアップ拠点」として最適！

例：⼤阪第4合同庁舎（東南海・南海地震の国の現地対策本部）の機能を活⽤

○空港・港湾など世界との交流機能、経済中枢機能の東西二極化

○東西二極を結ぶ複数ルートの広域交通インフラの整備

災害時のバックアップ

にとどまらず

災害時のバックアップ

にとどまらず

関空
阪神港

羽田・成田
京浜港

西日本
人口：６，１００万人
GDP：２４０兆円

西日本：富山県、岐阜県、
愛知県以西

東日本：新潟県、長野県、
静岡県以東

出典
内閣府
「Ｈ１９年度県民経済計算」
総務省
「Ｈ２２年国勢調査」

・国合同庁舎
（大阪市大手前地区）

・大阪高裁
・各国総領事館
・大阪城ホール、
大阪国際会議場、
インテックス大阪

・日銀大阪支店
・大阪証券取引所
・NHK大阪放送局

など

関空

阪神港

・東海道新幹線
・名神高速道路

官公庁他

東日本
人口：６，７００万人
GDP：２８０兆円

リニア中央新幹線

東海道新幹線

大阪

東京

阪神港

関空

北陸新幹線

名古屋

大阪の集積は・・・
＊官公庁や総領事館
（特に大阪市大手前地区）

＊国会等で利用可能な大型会議施設
＊企業本社、金融、報道、物流等

関西は・・・
＊西日本の「要」で、
首都圏に次ぐ経済機能

＊関空は首都圏空港とともに
日本の２大海外窓口

関 西 国 際 空 港 の 機 能 強 化

■関空の国際拠点空港としての機能の再⽣・強化に向けた施策推進
◆国の基本⽅針に基づく総合的かつ着実な施策推進（際内乗継機能強化、貨物取扱機能強化等）
◆コンセッションに向け、⼟地保有会社の債務縮減等の観点からの環境整備（繰上償還等）
◆当⾯の補給⾦措置
◆⼤阪都⼼部とを結ぶ⾼速鉄道等アクセスについて､最適案の絞込みと早期整備に向けた取組みの推進

貨物取扱量（万トン） 債務（有利⼦＋無利⼦）残⾼（億円） 都⼼とのアクセス時間（分）

平成２４年国際空港評議会（ＡＣＩ）調査 平成２５年３月期各社決算資料

貨物ハブ化を目指すも、
現状の貨物取扱量は、
アジアのハブ空港に比
して大きく劣っている

他空港に比して、未だ
格段に多い債務残高

世界水準の２倍

３０分台を検討中

幹 線 道 路 ネ ッ ト ワ ー ク の 強 化

けいはんな
学研都市

大阪駅
周辺

夢洲・
咲洲

神戸医療
産業都市

関西国際空港

北大阪・彩都

阪神港

⼤阪都市再⽣環状道路の⼀部、
国⼟軸とベイエリアを直結

国⼟軸と
ベイエリアを直結

ベイエリア軸を強化

都市再⽣
環状道路

本四

国際戦略総合特区

■都市圏⾼速道路に
おける新たな仕組み
の構築
◆料⾦体系⼀元化
◆ミッシングリンク整備
◆適切な維持管理

受益者負担の原則の
もと償還期間延⻑等
の制度改正 東⻄⼆極を結ぶ複数ルートの確保

⇒ リニア中央新幹線、北陸新幹線、
新名神⾼速道路の整備促進！

双眼型国土構造への転換に向けた国土政策・産業政策

⇒ 平時から、大阪・関西が、首都圏とともに日本の成長を牽引する「東西二極の一極」に！



【主要最重点要望】２．成長と安全・安心を支える国の形づくり

【参考資料③】

■後期⾼齢者医療費制度（府H25年度当初：927.2億円）
府は全国平均を上回る高齢化が進展すると推計されており、多額の負担増が見込まれる

⇒ H37年度推計値（1,282億円）と今年度との⽐較で約1.4倍となる⾒込（約355億円増）
■国⺠健康保険制度（府H25年度当初：847.5億円）

高齢者や低所得者が多い等の構造的課題により、府内43市町村国保のうち23市町が累積赤字を計上

⇒ H23年度累積⾚字（445億円）
■障がい者総合⽀援制度（府H25年度当初：326.3億円）

制度の利用者が増加し、給付費用が増加傾向にある

⇒ H19年度当初とH25年度当初との⽐較で約2.1倍増加
■介護保険制度（府H25年度当初：845.9億円）

今後、後期高齢者や独居高齢者が急増し、負担額の大幅増が見込まれる

⇒ 団塊の世代が後期⾼齢者となるH37年度には、今年度との⽐較で約2倍となる⾒込

【参考】主な社会保障制度の現状【参考】主な社会保障制度の現状

地方分権改革の推進

分 権 型 の 国 の 形 へ の 転 換 ～国と地方との役割分担～

防 災 ・ 減 災 の 推 進

＜⼤規模災害等への対応＞
◆南海トラフ巨⼤地震に対する対策⼤綱の策定
◆各対策の実施⽅法の明確化、法制度の改正、財政措置

国

持続可能な
社会保障制度の確立

税財源自主権の確立による

安定した地方財政運営

■南海トラフの巨⼤地震をはじめ、あらゆる⾃然現象への対策の着実な推進が
必要であり、とりわけ、⾼度な都市機能が集積する⼤都市の災害対策は我が
国の持続的な発展のために不可⽋！

■南海トラフ巨⼤地震の被害想定では、その被害は甚⼤かつ広域にわたり、
特に都市部では多⼤な影響を受けるものとなっている！

■府⺠⽣活の安全・安⼼を確保し、持続可能な成⻑を⽀えるためには、将来的には
原⼦⼒発電に依存せず、安全かつ安定的で、適正な価格での電⼒供給体制の構築
が必要

◆国⺠的議論を踏まえた中⻑期のエネルギー政策の基本⽅針の策定
◆電気料⾦の値上げ抑制と電⼒システム改⾰の推進
◆原⼦⼒発電に関する安全性の確保

エ ネ ル ギ ー 政 策 の 推 進

◆「エネルギー消費の抑制」、「電⼒ピーク対策の促進」、「再⽣可能エネルギーの普及拡⼤」を
基本⽅針として、エネルギーの地産地消も⽬指して、新たなエネルギー社会構築に向けた
取組みを積極的に実施中

◆国のエネルギー基本計画の動向も踏まえつつ、再⽣可能エネルギーの導⼊⽬標設定など、
⼤阪府・市で戦略も取りまとめ予定

ただ、⾃治体の取組みはあくまで限定的
エネルギー⾏政の権限を持つ国の新たな政策⽅針と制度改正等が極めて重要

府の取組み

国

◆税財源の移譲と課税⾃主権の充実
◆臨時財政対策債に依存しない地⽅財政制度
◆地⽅法⼈特別税の廃⽌、地⽅税として復元

◆地⽅との⼗分な協議、必要な財源の措置
◆社会保障の機能充実、給付・負担の公平性

◆地⽅分権型道州制の実現
◆国出先機関移管法案の国会提出・成⽴
◆ハローワーク特区における検証

災害に強い都市づくり

税財源移譲等
により
地方自らが
適切に
マネジメント

⼤都市特有の喫緊の課題への対応
（税財源移譲までの過渡的対応）

◆各対策の必要性の明確化
◆社会資本整備総合交付⾦等の所要額の確保
◆既存制度の拡充や新たな助成制度の創設 等

・密集市街地の整備、住宅の耐震化、施設の⽼朽化対策、
地震津波対策 等
・採択対象事業の拡⼤、インフラ整備関係交付⾦間の流⽤ 等

目指す方向性



【最重点要望】１．セーフティネットの整備

【参考資料④】

福祉医療費公費負担制度

国の主な難病対策の現状国の主な難病対策の現状

府の福祉医療費公費負担制度の現状府の福祉医療費公費負担制度の現状

◆府内（府・市町村）の助成事業の実施費⽤は年間約395億円(H25年度当初予算ベース)
◆全国の地⽅⾃治体で実施しているが、サービス⽔準に格差が⽣じている。

地⽅単独事業を実施している⾃治体に対する国保国庫負担⾦減額措置（ペナルティー）の廃⽌

医療体制の確保

がん対策

児童虐待対策の充実

助成対象 障がい者（高齢者含む） ひとり親家庭 乳幼児医療

対象者（府・市町村計） １７．３万人 ２０．２万人 １９．７万人

所要額（府・市町村計） ２５４億円 ６５億円 ７６億円

府制度の対象者
障がい等級１、２級のみ

（２５団体が同レベル）

子：年度末年齢１８歳まで

他：父母・養育者

（２８団体が同レベル）

通院対象年齢が３歳未満まで

（３団体が同レベル）

府制度の自己負担額
１医療機関あたり、入通院１日につき各５００円（月２日限度）

〔１ヶ月あたり２，５００円を超える額を償還〕

他府県の助成状況

障がい等級３、４級（一部）を

対象にする等２２団体が

府より手厚い支援を実施

２０歳まで対象にする等３団体

が府より手厚い支援を実施

（１６団体は府より対象範囲が狭い）

中学校卒業まで対象にする等

４４団体が府より手厚い支援を

実施

府内一般病院における診療科数の推移府内一般病院における診療科数の推移

がん死亡率の推移がん死亡率の推移

ワーストワンは

返上したが、早急

な対策が急務！

ワーストワンは

返上したが、早急

な対策が急務！

大阪は全都道府県中、ワーストワ

ンが続いていたが、H16年に返上

≪H23年＝91.0（全国42位）≫

府内の虐待相談対応件数の推移府内の虐待相談対応件数の推移

＊H１６年の法改正に伴い、市町村も児童虐待の通告先に追加

（年度）

（件数）

相談対応件数

は増加の一途

相談対応件数

は増加の一途

難病対策等

◆特定疾患治療研究事業の法制化による地⽅公共団体への⼗分な財政措置
◆難病患者地域⽀援対策推進事業との⼀体性確保のための保健所設置市の事業主体化
◆肝炎治療特別促進事業の全額国庫負担による実施

■特定疾患治療研究事業（府H25年度当初：99.7億円）
国庫補助率は要綱上50％だが、国の予算の制約のため、大幅にカットされている
⇒ H24年度（⾒込）では約23％（約21億円）の超過負担が発⽣

■肝炎治療特別促進事業（府H25年度当初：9.6億円）
制度の充実に伴い、都道府県の負担が増加している
⇒ 制度が開始されたH20年度とH24年度との⽐較で約1.3倍増加

新制度の
設計に

当たって

新制度の
設計に

当たって

「産婦人科・産科」と「小児科」

の減少が顕著

地域医療の維持・充実

のため、偏在是正対策

が急務！

地域医療の維持・充実

のため、偏在是正対策

が急務！

サービス水準に格差のない全国一律の制度の実現

持続可能で安定的な制度の実現



３５人以下学級の推進
教職員定数の改善

３５人以下学級の推進
教職員定数の改善

【最重点要望】２．誰もが安心して暮らせる大阪の実現

【参考資料⑤】

教育施策の充実

警察基盤の充実・強化

教育現場の課題・現状教育現場の課題・現状

学校施設耐震化の現状学校施設耐震化の現状

私立高校生等への授業料支援私立高校生等への授業料支援

◆⼩・中学校における厳しい学⼒の状況
◆⾼等学校における幅広い教育ニーズ
◆⽀援学校・⽀援学級における、障がいの重度・重複化、多様化
◆少年⾮⾏をはじめとする⽣徒指導上の深刻な状況 など

教職員が子どもと向き
合う時間の確保、
きめ細かな教育の実践
が必要

教職員が子どもと向き
合う時間の確保、
きめ細かな教育の実践
が必要

さらなる耐震化の推進さらなる耐震化の推進

学校種別
（平成２４年４月時点）

全 国
耐震化率

大阪府
耐震化率

大阪府の現状等

公立小中学校 ８４．８％ ７９．３％（３０位） 震度６強で倒壊する危険性の高い棟数は２８６棟で全国２位

公立高校 ８２．４％ ７５．９％（３１位） 耐震性がないと判定された棟数は３１４棟で全国３位

私立学校 ７５．７％ ６５．９％（３３位） 耐震性がないと判定された棟数は１９７棟で全国最多

◆公⽴⾼校の補助制度の対象化
◆私⽴学校に対する補助制度の拡充（補助率の引き上げ・耐震改築⼯事の補助対象化）

※授業料が５８万円の場合 （年額）

年収の
めやす

就学支援金
（国）

授業料支援
補助金（府）

合計
（国＋府）

保護者負担

年収
250万円未満

２３７，６００円 ３４２，４００円

５８０，０００円 ０円
年収
350万円未満

１７８，２００円 ４０１，８００円

年収
610万円未満

１１８，８００円

４６１，２００円

年収
800万円未満

３６１，２００円 ４８０，０００円 １００，０００円

年収
800万円以上

０円 １１８，８００円 ４６１，２００円

大阪府の私立高校生等への授業料支援制度（23年度新1年生～）

■平成２１年度緊急経済対策により設置
（平成２３年度までの措置）
・基⾦規模 約１００億円

■平成２３年度３次補正により
・３年間の期間延⻑
・約３７億円の追加措置
⇒ しかしながら、平成２５年度には

基⾦が枯渇する恐れ

高校生修学支援基金制度

◆就学⽀援⾦制度の拡充
◆⾼校⽣修学等⽀援基⾦への
所要額の積み増し

国のさらなる支援が不可欠！国のさらなる支援が不可欠！

平成２４年中 街頭犯罪認知件数

１１年連続減少

街頭犯罪認知件数ワースト５

43,234
37,028

47,353

70,640
65,978

0

30,000

60,000

90,000

東京 大阪 愛知 埼玉 神奈川

街頭犯罪８⼿⼝中の５⼿⼝、
強制わいせつが全国最多！

ひったくり 1,687件（２位との差 378件）
路上強盗 284件（２位との差 134件）
オートバイ盗7,648件（２位との差1,249件）
車上ねらい 13,910件（２位との差2,806件）
部品ねらい 8,500件（２位との差 610件）
強制わいせつ1,251件（２位との差 318件）

1,424 1,417
1,354 1,310 1,300 1,295 1,247

1,658

1,242

大阪 福岡 愛知 兵庫 東京 千葉 埼玉 京都 茨城

・強制わいせつを含む街頭犯罪抑止
総合対策の推進

・サイバー犯罪の取締り強化、
被害防止対策の推進

・大規模災害に即応し、府民の安全を守る

・強制わいせつを含む街頭犯罪抑止
総合対策の推進

・サイバー犯罪の取締り強化、
被害防止対策の推進

・大規模災害に即応し、府民の安全を守る

◆警察官の増員
◆科学捜査、サイバー犯罪対策及
び災害⽤装備資器材等の整備

◆警察⽤⾞両の整備

しかししかし

さらにさらに
⼈⼝10万⼈当たりの刑法犯
の犯罪率は全国最多！

機能性表示制度の改革

出典：Ｈ２５年４月 大阪府市医療戦略会議
委員提案資料をもとに作成

特定保健⽤⾷品 栄養機能⾷品 その他の｢いわゆる健康⾷品｣

保健機能⾷品制度
(機能性表⽰が可能) (機能性表⽰は不可能)

市場規模5,200億円 栄養機能⾷品＋その他の健康⾷品：市場規模1兆1,800億円

（⼀部のビタミン・ミネラル）

国の審査

国が
規格基準を設定

事業者⾃⼰責任

企業による申請
第三者認証

企業による申請

新たな
適用範囲
の設定

新たな
適用範囲
の設定

個性や能力を重視した教育の実現、様々な教育ニーズにも対応

児童生徒の安全確保、地域住民の避難所としての機能向上

「安全なまち大阪」を確立する
ための警察基盤の充実・強化
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